
出産前後の妊婦や新生児の

ケアを目的とする周産期医療

　周産期医療とは、文字通り、お産をめぐる医療
のことです。厚生労働省の統計調査などでは、妊
娠22週から出生後７日未満を周産期としていま
す。しかし、一般的に周産期医療と称する場合は、
このように厳密に期間を限定しているわけではな
く、出産とその前後も含めた期間に実施される医
療という意味で使われています。すなわち、産ま
れる前は妊婦さんとその胎児、産まれた後は新生
児のケアを行う医療が周産期医療なのです。
　ここでの対象は妊婦さんと新生児ですので、産
科医と小児科医が中心となりますが、医師に加え
て、助産師や、新生児医療に長けた看護師、臨床
心理士、臨床工学士など、多彩な職種の人によっ
て支えられているのも、周産期医療の特徴です。

産科医と小児科医が協力して

胎児・新生児の診断・治療を行う

　お産は病気ではありませんから、妊婦さんが健
康で胎児も順調に育っている限り、医師が関与す
る必要はあまりありません。しかし、お産の前後
はお母さんにとっても赤ちゃんにとっても、健康
に悪影響を及ぼす突発的な事態が起こりやすい時
期でもあります。そうした事態が起こった場合に
は、周産期医療が大きな力を発揮します。
　例えば、先天性心疾患はその１つです。かつて
は、赤ちゃんが生まれた後に先天性の病気が発見
され、十分な治療ができないまま亡くなってしま
うことが多くありました。しかし、近年では超音
波検査などの画像診断技術が向上し、赤ちゃんが
お母さんのお腹の中にいる頃から病気が診断でき
るようになりました。そして、周産期医療という
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専門領域で産科医と小児科医が連携することによ
り、出産後すぐに治療や設備の整った施設での手
術ができるようになりました。
　また、女性のライフスタイルや出産年齢が以前
に比べ遅くなっているなどのさまざまな変化もあ
り、近年は2,500グラム以下で生まれる低出生体
重児の割合が増えています＜図表１＞。低出生体
重児は合併症を起こす可能性が高いため、出産
後すぐに新生児集中治療室（NICU）で治療する
必要があります。かつては早産や低出生体重児が
産まれた後にNICUの施設の整備された病院に赤
ちゃんが搬送されていましたが、近年では切迫早
産（注1）となった時点で妊婦さんが病院に搬送（母
体搬送）され、早く産まれた場合でもすぐに新生
児の治療ができる体制が整えられてきています。
　さらに、不妊治療が進歩する一方で排卵誘発剤
を使用する影響もあり、多胎（注2）の割合も多く
なっています。多胎の中でも、一卵性双生児のよ
うに１つの胎盤を複数の胎児が共有する場合があ
ります。このような場合、胎盤を伝って一方の胎
児の血液が他の胎児に流れ込む現象が起こり、さ
まざまな合併症を引き起こす可能性が高くなり
ます。これは双胎間輸血症候群（TTTS：Twin-
Twin Transfusion Syndrome）といって、共有
する胎盤の中で、圧力の違う動脈と静脈が吻

ふんごう

合し

ているために、血液がたくさん流れ込んでしまう
受血児と自分に必要な血液を相手に渡すことにな
る供血児に分かれてしまいます。そうなると、お
母さんのお腹の中で受血児は大きく供血児は小さ
くなり、程度が重症の場合は２人とも死亡します。
　最近では、重症のTTTSに対して、妊娠中に子
宮内に腹腔鏡（注3）を入れて、胎児の血液が合流
している箇所をレーザーで焼く「選択的胎盤吻合
血管焼灼術（FLP）」と呼ばれる手術が可能にな
りました＜図表２＞。非常に高度な技術が必要で、
全国に数名しか専門家がいない状況ですが、こう
した治療を行う際にも、胎児の段階でTTTSの状
態を正確に診断できることが重要になってきま
す。

超音波断層装置を使った

胎児診断技術が鍵

　胎児の診断に力を発揮するのが、超音波断層装
置を使った胎児診断です。超音波はＸ線検査や
CTなどと異なり、胎児に用いても安全です。そ
の超音波を妊婦さんの腹部にあて、胎児からの反
射波（エコー）を画像処理することで、胎児の状
態を観察することができます。最近では、得られ
たデータから立体画（３Ｄ）や立体的な動画（４

＜図表１＞東京都の低出生体重児出生状況 ＜図表２＞TTTSにおける

　　　　　選択的胎盤吻合血管焼灼術（FLP）

（提供：与田教授）
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Ｄ）を作成し、リアルタイムでお腹の赤ちゃんを
診る技術も実用化されています。
　ただし、画像から正確な診断を行うには、知識
と経験に裏打ちされた高い診断技術が求められま
す。お腹の胎児を診るのは産科領域の先生が実践
されてきましたが、私は小児科の専門医として、
生まれる前から胎児の病態を熟知することが、出
生後の治療や、intact survival（後遺症なき生存）
につながるはずだと信じ、長年にわたって胎児超
音波診断の可能性を追究してきました。
　本学でも外来に「胎児超音波外来」を開設し、
産科からの紹介で、超音波検査で胎児に何らかの
兆候がみられた方の診断を行っています。ここで
は、胎児の先天性疾患を診断するだけではなく、
赤ちゃんが新生児集中治療室（NICU）などを備
えた大学病院などで産まれた方がいいか、通常
の産科病院で大丈夫なのかといった判断も行いま
す。その上で、大学病院での出産が望ましいとな
れば、出産とその後の新生児の治療まで一貫して
携わることになります。
　胎児超音波診断では、従来なら生まれるまでわ
からなかった先天性疾患を発見することができ、
赤ちゃんは早期に治療計画が立てられ安全性の高

い医療を受けることができます。しかし、産まれ
る前から赤ちゃんの病気を知ることになる妊婦さ
んにとってはつらい話です。万が一赤ちゃんに疾
患が見つかった場合には、妊婦さんが動揺せずに
状況を理解してもらえるように言葉を尽くして説
明しますが、出産前後の不安はつきないと思いま
す。このように、早期に診断できる医療技術の進
歩は目覚ましいものがありますが、診断を聞いた
妊婦さんへのメンタルケアについてはかなり遅れ
ており、十分に対応することができませんでした。
しかし、高度な周産期医療を謳う以上は、こうし
たケアにも配慮しなければならないと思います。

出生前から介入できる

周産期医療の人材を育成

　周産期医療の環境整備には国も力を入れ、全国
各地に「総合周産期母子医療センター」や「地域
周産期母子医療センター」などを整備してきまし
た＜図表３＞。総合周産期母子医療センターは、
NICUなど高度な治療設備を持ち、切迫早産や重
症妊娠高血圧症、胎児異常、多胎など、母体や胎
児にリスクを抱える妊婦さんを24時間体制で受け
入れる施設で、人口100万人に対して１カ所の割
合で設置されるまでになりました。しかし、こう
した施設でさえ、妊婦さんの搬送を断らざるを得
ない状況が続いています。ベッド数だけでなく周
産期医療に携わる医師が不足しているからです。
　そこで文部科学省は、周産期医療の専門的ス
タッフを養成するプログラムの導入を推進してお
り、2010年度には本学の「出生前介入可能な周産
期医療人材養成プラン」が採択されました。周産
期医療では、胎児の診断・治療と新生児の治療
に連続性が求められます。そのためには、小児科
医が出生前の胎児の段階から介入できるような技
術・知見を備えておくことが不可欠ですし、逆に
産科医も新生児の治療経過を把握しておくことが

<図表3> 全国の周産期母子医療センター  

（提供：与田教授）
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必要です。このプランは、そうした周産期医療に
必要な人材養成を目指すものです。
　具体的には、産科・小児科の専門医や周産期専
門医を目指す医師や、他科で周産期医療を後方支
援できる医師を育成する「研修プログラム」「専
門スタッフ養成プログラム」や、周産期領域に多
い女性医師の子育てや職場復帰を支援する「女性
医師支援・復帰支援プログラム」、地域の周産期
医療に携わる医師との勉強会を通して新たな知識
の導入と新生児蘇生法講習会で安全な技術を習得
する「地域連携プログラム」、人手不足からオー
バーワークになりがちな周産期医療の担い手に対
する「労務管理プログラム」、医師と協働できる
周産期スペシャリストを育成する「看護師・助産
師・臨床心理士教育プログラム」で構成されてい
ます。すでに３年目に入っており、周産期医療の
重要性とやり甲斐を感じた医療人が育ちつつあり
ます。

若い人たちが活躍できる

新しい領域としての魅力

　医学部医学科を目指す皆さんの中には、周産期
医療に関心を持っている人もいると思います。周
産期医療に深く関わるためには、やはり専門医の
資格を取得することをお勧めします。資格は日本
周産期・新生児医学会が認定しており、取得には
大きく２つのルートがあります。１つは、産婦人
科の専門医を取得したのち、同学会の「周産期（母
胎・胎児）専門医」の認定を受ける道、もう１つ
は小児科の専門医を取得してから、同じく「周産
期（新生児）専門医」の認定を受ける道です。もっ
とも、産婦人科の専門医から新生児の周産期専門
医になる人や、私のように小児科専門医でありな
がら、母胎・胎児の周産期専門医に近い仕事をす
る医師もいます。
　また、外科や眼科など他の診療科に進んでも、

小児や新生児を専門にしたりすることもできま
す。実際、周産期医療の現場では、あらゆる診療
科の医師との連携の中で治療が行われており、関
心があれば、どの分野からでも周産期医療に従事
することが可能です。
　周産期医療はまだ新しい分野です。胎児や新生
児の疾患には原因も治療法もわかっていないもの
がたくさんあります。その意味では、今後もいろ
いろな発見や開発が可能な「成長株」であり、若
い医師には魅力的な領域だと思います。
　最後になりますが、産婦人科や小児科はきつい
と敬遠されがちですが、医師の仕事の大変さはど
の診療科も同じです。人のためになりたい、命を
救いたいという「マインド」がある限り、周産期
医療の中にやり甲斐を見出すことができると思い
ます。医師は苦しんでいる人と向き合う職業です。
病態に対して客観的に判断できる科学的な視点を
養い、何が本当に患者さんのためになるのかを常
に追究する気持ちを忘れてはいけません。また、
病める人々に接する以上、自分自身が穏やかでい
られるように日常の中で自分をコントロールでき
る心豊かな生活を送ることも重要です。

（注1）切迫早産…妊娠22週以降37週未満に陣痛や出血、破水な

どがみられ、早産となる危険性が高い状態

（注2）多胎…2人以上の胎児が同時に子宮の中に存在する状態

（注3）腹腔鏡…内視鏡の一つで、腹部に孔を開け、体内の様子

を観察したり、治療に使うもの

 

※今回取材にご協力いただいた与田先生が、周産期医療に関

する講演会を行います。周産期医療に興味を持たれた方はぜ

ひご参加ください。（事前申し込みが必要）

期日：平成24年9月23日（日）

会場：筑波大学東京キャンパス（東京都文京区大塚3-29-1）

　　　134講義室

主催：筑波大学附属病院、東邦大学

15:00～16:00 市民公開講座

「周産期ってなーに?  NICU ってなーに? 

　　　　　　－安心なお産のために－」

与田仁志 東邦大学医学部新生児学講座教授
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Research
周産期医療

河合塾　『医学科データブック 2012 VOL.2』掲載

4


